
証拠開示の制度化、検察官抗告の禁止―。
えん罪救済を阻む現行法を見直し、公正・迅速な救済を実現するため

再審法改正を､今すぐに。
(2025.10)

えん罪を晴らすまでに38年。
再審法が改正されてこなかったために、

｢法との戦い｣だった。
私の人生は

1986年3月､中学校の卒業式を終えたばかりの被害者（当時15歳）が､福井市内の自宅で50箇所以上包丁で刺さ
れ殺害された。
捜査が難航するなか､別の事件の逮捕者や周囲の関係者らが､前川彰司さん（当時21歳）が関与していると

供述したことで、1987年3月、前川さんが犯人であるとして逮捕・起訴された。
一審は無罪判決を受けたが､二審は懲役7年の有罪判決。上告するも棄却され､有罪判決確定により服役した。
第1次再審では､名古屋高等裁判所金沢支部が再審開始を決定したものの､検察官の異議申立てにより決定が

取り消され､最高裁へ特別抗告したが棄却された。
2022年に申立てを行った第2次再審において証拠開示請求を行なったところ､新たに287点の証拠が開示。
2024年10月、名古屋高等裁判所金沢支部が再審開始を決定。今回開示された証拠が新証拠となって､関係者

らによる当時の供述の信用性が否定された。
2025年7月、名古屋高等裁判所金沢支部で再審無罪判決が言い渡された。

福井事件（1986年-）

CASE



えん罪被害者救済の長期化は極めて深刻

再審の具体的な手続規定の明文化が必要

必要な法改正のポイントは次の２点

❶ 確定審で提出されなかった証拠の開示

 70年以上なされていない法改正
 欧米のみならず台湾でも進んでいる再審制度の改革

 2016年、刑事訴訟法等の一部を改正する法律の附則等で
政府における検討について言及

約38年逮捕から

有罪判決確定から
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えん罪被害者の早期救済のために 再審法の早期改正 を。
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再審開始
決定

（1回目）

2011年
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逮捕
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2004年
7月

事件発生

1986年
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1997年
11月

2013年
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再審開始
決定取消

2022年
10月

第2次
再審請求

287点もの
証拠が

新たに開示

2023年
7～12月

検察官が即時抗告
（に代わる異議申立て）

2024年
10月

再審開始
決定

（2回目）
※確定

控訴審
逆転有罪
判決

（懲役7年）

1995年
2月

約13年再審開始決定（1回目）から

再審手続の長期化、当事者の高齢化（請求人は60歳）

❷ 再審開始決定に対する検察官抗告の禁止

服役（7年）

95点の
証拠が
開示

2009年

証拠開示のルールがないことと
検察官抗告の繰り返しが問題

14年

 福井事件から見る再審手続の長期化、当事者の高齢化

証拠開示まで 14年さらに12年

2025年
7月

再審
無罪判決
※確定


